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設備投資評価に関するノート ∗ 
� タイミングが異なる投資案の比較評価方法�  

 

 設備投資案の経済性を評価する場合、一般には現時点で投資が発生し、n 年間という共通5 

の期間の上で比較・評価を行なうケースが多い。特定の新製品を生産する設備の代替案を比

較評価する場合には、製品の寿命が考慮する期間 n 年を意味するので、上記の想定が当ては

まることになる。しかし、継続的に行なわれている企業活動の中では、投資のタイミングや

設備の寿命が異なる場合が数多く発生する。例えば、既存の設備と新設備を共に必要とする

新製品を商品化するか否かといった意思決定問題、ある製品を生産するのに寿命の短い小型10 

設備を更新しながら作るか長寿命の大型設備で作るかという意思決定問題などがこうした場

合に該当する。本ノートでは、このようなタイミングが異なる投資案の比較評価方法につい

て、例題を交えてその分析方法を説明する。 

 

１． 寿命が異なる排反的投資案の比較方法 15 

 

 まず初めに、寿命が異なる排反的投資案について考えてみる。例えば、投資案 A の設備は

物理的な寿命が 4 年であるが、投資案 B の設備は大型であって物理的な寿命が 6 年と長く、

いずれかの設備を用いてかなり長期（少なくとも 10 年以上）に渡って生産が見込まれる部

品を生産するとき、どちらの設備を用いるのが経済的に有利か、といった問題が、ここで考20 

察する状況に該当する。当然のことであるが、ここでの寿命とは設備の物理的な寿命（品質

や稼働を保障できる寿命）という意味であり、財務上の償却期間である法定耐用年数のこと

                                                  
∗ 本ノートは、クラス討議の参考資料として慶應義塾大学ビジネス・スクール教授の河野宏和が作成した。 
（2005 年 5 月作成） 


